
施

していく。

■  創業

策

相談や融資、セミナー

の

などの創業の段階に応

概

じた様々なメニューを

要

組み合わせ、事業規模

柱

や売上を拡大させ
方　

立

　　針
　ていく企業の

て

育成、ネットワーク化

1

を図っていく。

担 当 課

0

名 産業振興課（取りま

【

とめ）

電 話 番 号 03-

ま

3880-5869 E

ち

-mail sangy

】

o@city.ada

活

chi.tokyo.

力

jp

１）商店街装飾灯

と

補修:安全設備課　２

に

）商店街ｲﾍﾞﾝﾄ:

ぎ

観光交流協会、道路公

わ

園管理課　３）小売市

い

場管理:資産管理

部、

の

住宅課　４）大型小売

あ

店舗出店調整：都市建

る

設部、環境部　５）製

ま

造業者の事業展開：産

ち

業政策課、企業経営支

施

援課、ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓ

策

ｰｼｮﾝ課　６）生産

群

緑地地区追加指定：都

名

市建設課　７）農業体

1

験学習事業：教育委員

2

会

協働・協創
の 取 組 み

地

【目標】8働きがいも

域

経済成長も、9産業と

経

技術革新の基盤をつく

済

ろう

【ターゲット】8

の

.3生産活動や適切な

活

雇用創出、起業、創造

性

性及びイノベーション

化

を支援する開発重視型

を

の政策を促
ＳＤＧｓが

進

進するとともに、金融

め

サービスへのアクセス

る

改善などを通じて中小

施

零細企業の設立や成長

策

を奨励する。9.2包

名

摂的か
目指す目標

つ持

1

続可能な産業化を促進

2

し、2030年までに

.

各国の状況に応じて雇

1

用及びGDPに占める

デ

産業セクターの割合を

ジ

大幅に
（ターゲッ

増加

タ

させる。
ト）との関

【

ル

関連する理由】区内事

シ

業者の支援を行い地域

フ

の活力を育むことで、

ト

経済成長や産業の基盤

に

をつくることに繋がる

挑

。
連及び評価

【評価】

み

コロナ禍でも感染状況

、

を把握しながら、オン

区

ライン等を活用した支

内

援を実施できた。引き

産

続き区内事業者の

販路

業

拡大等の支援を実施し

の

ていく。

■　現状・課

成

題については政策経営

長

課と協議し一部変更

備

を

　　　考

支え、地域の活力を高める

■　全国の専門家が持つノウハウや販路を活用した事業展開や、区内企業に対するデジタル化を進め、国内外に向け

　た販路拡大を支援していく。

■　セミナー等を通じたネットワーク化や、伴走支援を通じて、区内産業の魅力を高める起業・創業者を集積し、地

施策の方向 　域の活力を育んでいく。

( 目 標 )

■  産業団体や個々の企業が見本市に出展する際の助成や足立ブランドＨＰ、冊子での現認定企業の取組み紹介、　

　大型見本市に出展する際に活用するPR用動画を作成。また、オンライン商談会・相談会を開催するなど、販路

　拡大に向けた支援を行っている。 

■　企業間のネットワーク化を図るため、事業者向け連続セミナーやマッチング企画を実施し、令和4年度は46社が
現　　　状

　参加した。

■  区内での創業を促進するため、創業相談、創業セミナー、オフィスの提供、創業プランコンテスト等のステージ

　にあわせた切れ間のないサポートを各関係団体と行い、令和4年度は957件の起業につなげた。

■　社会が絶えず変化するなか、個々の事業者が販路を拡大していくうえで、有効な知識や技術等を蓄積していく必

　要がある。 

■  新型コロナウイルス感染症が一定の落ち着きを見せ、リアルの見本市出展に回帰する方向性にあり、オンライン

 

足

 見本市のあり方を検

立

討していく必要がある

区

。

■  区内企業や事

　

業者が事業の質の向上

令

を図れるよう、マッチ

和

ングクリエイターによ

５

るネットワークづくり

年

や制度等
課　　　題

　

度

の活用等を勧め支援す

施

る必要がある。 

■ 

策

 社会状況の変化とと

評

もに多様化する創業ニ

価

ーズに対応するため、

調

創業支援施策のあり方

書

等について検討する必

(

要

　がある。

■  事

令

業者の規模や業種にか

和

かわらず、商品やサー

４

ビスの質の向上に資す

年

るノウハウ習得のため

度

のアドバイスや助　

成

事

を行い支援していく。

業

■  販路拡大の支援

実

として、リアルの見本

施

市出展を支援するとと

)

もに、ＥＣサイト等の

1

活用を強化し区内企業

 

のデジ

　タル化を支援



参加者数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 125 131 137 143
(5)

実　績　値 118 42 73 85 R6 150

達　成　率 0% 79% 34% 28% 56% 49% 62% 57% -

指標名 中小企業診断士による開業相談数

定義等 中小企業診断士による開業相談数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 492 502 513 524
(6)

実　績　値 482 459 471 361 R6 535

達　成　率 0% 90% 93% 86% 94% 88% 70% 67% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 1,951,538 4,470,385

人件費 396,682 377,814

総事業費 2,348,220 4,848,199

前年比(金額) 1,122,495 2,499,979

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 見本市等の参加により取引につながったまたはつながる可能性のある割合

定義等 販路拡大支援事業、足立ブランド事業の商談会参加者で商談につながる企業の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 70 70 75 75
(1)

実　績　値 64 61 77 69 R6 80

達　成　率 0% 80% 87% 76% 110% 96% 92% 86% -

指標名 販路拡大事業等に参画した専門家の人数

定義等 販路拡大事業等に参画した専門家の人数の累計
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 15 20 27
(2)

実　績　値 - - 13 18 R6 30

達　成　率 0% 0% 0% 0% 87% 43% 90% 60% -

指標名 デジタル化支援により「見本市出展助成」を活用し、オンライン見本市に出展した件数 

定義等 オンライン見本市出展助成の申請件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 45 45 20
(3)

実　績　値 - - 12 4 R6 45

達　成　率 0% 0% 0% 0% 27% 27% 9% 9% -

指標名 空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数

定義等 空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 5 7 7 8
(4)

実　績　値 2 5 5 5 R6 12

達　成　率 0% 17% 100% 42% 71% 42% 71% 42% -

指標名 区、関係団体が実施した特定創業支援等事業(※)認定セミナー参加者数

定義等 区、関係団体が実施した特定創業支援等事業(※)認定セミナー



シ

で現地パートナーとの

ョ

参画機会を増やすこと

ナ

で参加事業者を支援し

ル

ていく。

【指標３】オ

ギ

ンライン見本市出展助

フ

成については、新型コ

ト

ロナウイルス感染症の

シ

終息状況を注視し、需

ョ

要が見込めない場合は

ー

縮小

も視野にECモー

で

ル出店支援の拡充等、

は

他の効果的な支援につ

コ

いて検討していく。

【

ロ

指標４】「空き店舗マ

ナ

ッチング支援事業」は

禍

実績を作ることが難し

前

く、事業廃止としたが

の

、「創業者経営力アッ

来

プ支援事業」を

拡充(

場

採択件数５件→８件)

者

することで空き店舗に

数

対する支援につなげて

に

いく。

【指標５】区や

な

支援協力事業者が行う

っ

特定創業認定セミナー

て

(令和５年度は７回実

き

施予定)で区の支援事

て

業のガイダンスを行う

お

こと

で、産業経済部内

り

の様々な支援事業へつ

、

なげていく。

【指標６

令

】創業プランコンテス

和

トをはじめ、区が誇る

3

創業に係る事業のＰＲ

年

を強化するとともに、

度

中小企業相談員の創業

に

融資後の

アフターフォ

出

ローに加え、マッチン

展

グクリエイターや事業

し

者なんでも相談員、ウ

た

ェブ活用アドバイザー

機

の訪問型専門相談員の

械

活用

により創業後も悩

要

める事業者が相談しや

素

すい環境を整え、区内

展

企業の育成を図ってい

と

く。

比べ会場での商品説明数は倍

4

増した。一方、ギフト

 

ショーの

客層と特にプ

担

ラスチック加工系の企

当

業との相性が悪く、販

部

路拡大に繋がる割合は

に

前年に比べ下回った。

お

【指標２】国内販路拡

け

大支援事業において、

る

WEBマーケティング

評

等のプロモーション関

価

係の専門家によるセミ

（

ナーおよび個別サポ

ー

部

トの実施により前年度

長

を上回った。

【指標３

評

】コロナ禍においてオ

価

ンライン見本市の需要

－

を見込んでいたが、想

１

定していた伸びはみせ

次

ず企業の動きは鈍かっ

評

た。また

、コロナ後の

価

見本市はリアル見本市

）

とオンライン見本市の

そ

同時開催が増加し、見

の

本市出展助成の申請状

１

況ではリアル見本市回

1

帰の

傾向にあり目標を

)

下回った。

【指標４】

施

令和３年度から開始し

策

た「空き店舗マッチン

の

グ支援事業」は創業者

達

と空き店舗所有者のマ

成

ッチングが難しく、２

状

年間実

績が無かった。

況

令和４年度末で事業を

と

廃止したため、家賃補

そ

助事業である「創業者

の

経営力アップ支援事業

原

」の採択件数のみの実

因

績

となった。

【指標５

の

】新型コロナウイルス

分

感染症拡大の影響でセ

析

ミナーの定員を減らし

【

て実施したり、中止す

指

る信用金庫もあり、目

標

標達成に

は至らなかっ

１

たが、新たに認定セミ

】

ナーを実施する信用金

新

庫を増やすことが出来

型

た。

【指標６】開業相

コ

談数は令和３年度に回

ロ

復傾向にあったが、令

ナ

和４年度は前年度比マ

ウ

イナス110件であっ

イ

た。長引くコロナ禍の

ル

状

況に原油高や物価高

ス

騰が重なり、起業に対

感

するマインドが下がっ

染

てしまったことが要因

症

であると推測する。

2

が

)達成状況と原因分析

落

を踏まえた今後の方向

ち

性

【指標１】令和５年

着

６月に開催される機械

き

要素展に出展予定。今

を

後は認定企業８業種６

見

７者の出展機会を創出

せ

するため、業種や商

材

、

ごとに効果的な見本市

令

を調査、検討し出展企

和

業を調整、足立ブラン

５

ドの認知度向上と各認

年

定企業の販路拡大を図

２

る。

【指標２】主に、

月

国内販路拡大支援事業

に

において、バイヤー等

出

専門家との接触機会を

展

拡充して販路拡大・売

し

上向上に繋がる可能性

た

を高め、事業者の経験

イ

値やニーズにあわせた

ン

伴走支援を行っていく

タ

。海外販路拡大支援事

ー

業は、海外展示会の出

ナ

展事業者数を増や

す中



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２６事業 4,470,385 377,814 4,848,199

3)施施策の手段として位置付け



産業 産

務

業振興課21085 5

企

,687 4,149 9

業

,836 現状維持 Ａ

イ

経

ノベーション推進事業

営

企業経営支援課219

支

27 25,255 14

援

,895 40,150

課

改善・変更 Ａ

産業振興

3

関係施設改修事業 産業

6

振興課23017 4,

業

0

752 4,978 9,

6

730 現状維持 Ｂ

合計

3

２６事業 4,470,

7

385 377,814

,

4,848,199

945 1,

政

659

別紙

3)施策の

3

手段として位置付けら

9

れる事務事業の評価結

,

果
事務事業 施策への

事

6

務事業名 事業費 人件費

0

総事業費 課長評価 担当

4

課コ ー ド 貢献度

改

策

善・変更 Ａ

勤労福祉会

課

館運営事業 企業経営支

3

援課3608 87,0

6

30 9,956 96,

0

986 改善・変更 Ｂ

産

1

業振興一般管理事務 産

1

業振興課3623 17

政 ,

,266 7,448 2

9

4,714 現状維持 Ｂ

4

商店街環境整備支援事

6

業 産業振興課3624

3

20,657 21,4

3

03 42,060 改善

,

・変更 Ａ

商店街活動支

1

援事業 産業振興課36

8

25 2,441,19

8

3 31,679 2,4

策 3

72,872 現状維持

5

Ｂ

ものづくり支援事業

,

産業振興課3630 1

1

77,677 28,1

3

81 205,858 拡

4

充 Ａ

足立ブランド認定

現

推進事業 産業振興課3

状

633 30,252 1

維

1,606 41,85

持

8 改善・変更 Ａ

農地の

一 Ｂ

維持・整備事業 産業振

地

興課3636 23,5

域

09 17,404 40

経

,913 現状維持 Ａ

農

済

業委員会運営事務 産業

活

振興課3637 7,9

性

39 14,415 22

化

,354 現状維持 Ａ

地

計

場農産品普及促進事業

画

産業振興課3640 4

般

の

01 6,788 7,1

推

89 現状維持 Ａ

農業者

進

団体活動支援事業 産業

事

振興課3641 980

業

3,319 4,299

産

現状維持 Ａ

国有農地管

業

理事務 産業振興課36

政

43 275 2,819

策

3,094 現状維持 Ｃ

課

中小企業支援事業 企業

管

3

経営支援課3647 2

6

,192 25,593

0

27,785 現状維持

3

Ｂ

中小企業融資事業 企

6

業経営支援課3648

4

1,276,794 4

,

3,886 1,320

2

,680 拡充 Ａ

産業振

7

興ホールの利用促進事

5

業 企業経営支援課36

理

1

51 104,977 8

6

,297 113,27

,

4 改善・変更 Ｂ

起業家

5

育成事業 企業経営支援

9

課3655 14,06

4

2 11,596 25,

8

658 拡充 Ｂ

創業支援

0

施設の管理運営事業 企

,

業経営支援課3656

8

43,414 11,5

事

6

96 55,010 現状

9

維持 Ｂ

ビジネス機会創

拡

出支援事業 企業経営支

充

援課3657 622 2

Ａ

3,133 23,75

勤

5 現状維持 Ａ

公衆浴場

労

の活性化等事業助成事

福

務 衛生管理課3820

祉

41,604 6,63

サ

8 48,242 現状維

務

ー

持 Ａ

あだち産業センタ

ビ

ーの管理運営事業 企業

ス

経営支援課5654 3

セ

9,681 8,297

ン

47,978 改善・変

タ

更 Ｂ

産業展示会事業 産

ー

業振興課12313 0

助

8,297 8,297

成

改善・変更 Ｂ

農業人材

事

育成・経営支援事業 産



施

。

■　経験や能力をも

策

ったシニア人材だけで

の

なく、高校新卒者など

概

の若年層も含め幅広い

要

層の求職者と区内企業

柱

との

　マッチングによ

立

り、人材確保を図って

て

いく。

■　勤務形態等

1

、働き方自体が変化し

0

ていく中で、企業向け

【

にテレワークやWeb

ま

面接の導入促進等、採

ち

用・雇用の選
方　　　

】

針
　択肢を広げること

活

につながる提案や情報

力

提供の機会を増加させ

と

ていく。

■　介護職員

に

の確保・定着を進める

ぎ

ため、介護職員向けに

わ

資格取得の支援を実施

い

していく。

担 当 課 名 企

の

業経営支援課（取りま

あ

とめ）

電 話 番 号 03-

る

3880-5495 

ま

5496 5486 E

ち

-mail kigyo

施

-shien@cit

策

y.adachi.t

群

okyo.jp

　ハロ

名

ーワークや東京しごと

1

センター等の専門機関

2

との共催によりマンス

地

リー就職面接会を開催

域

している。 

　私立保

経

育園課や高齢福祉課で

済

は、保育や介護人材確

の

保を目的に面接会の実

活

施や研修費用の助成を

性

している。

　

協働・協

化

創
の 取 組 み

【目標】8

を

働きがいも経済成長も

進

【ターゲット】8.5

め

雇用と働きがいのある

る

仕事、同一労働同一賃

施

金を達成する。
ＳＤＧ

策

ｓが
【関連する理由】

名

区内中小企業の人材確

1

保や雇用の継続等を支

2

援することで、最終的

.

に経済成長や働きがい

2

のある仕
目指す目標

事

就

につながる。
（ターゲ

労

ッ
【評価】徐々に行動

・

制限が緩和されていく

雇

なかで、ハローワーク

用

足立との連携による就

支

職面接会や企業とシニ

援

ア人材
ト）との関

のマ

の

ッチング、就業規則作

充

成助成等を通じて支援

実

することが出来た。引

■

き続き感染状況を注視

　

しながら、区内中小企

求

連及び評価
業の人材確

職

保・定着・育成等につ

者

いて、内容を精査しな

に

がら支援していく。

■

対

　現状・課題・方針に

し

ついては、政策経営課

幅

と協議し一部変更

備　

広

　　考 ■　指標５につ

い

いて、アンケートの対

仕

象者をシニア世代から

事

高校生へと変更したた

の

め、令和５年度からの

選

指標を変更

し、最終目

択

標値を修正する。【R

機

6=80%→50%】

会

【指標修正前の実績値

を

：H31=79.3　

提

R2=実績なし　R3

供

=85　R4=93】

し、企業とのマッチングにより、就労決定につなげていく。

■　企業向けの助成や研修実施に加え、人材不足に悩む業界へのサポートにより、企業が抱える人材確保や育成、

　定着時の課題解決を支援する。

施策の方向
( 目 標 )

■　毎月、雇用形態や業種等のテーマを設定し、ハローワーク足立や荒川区等と協働して、合同就職面接会を開催し

　ている。

■　保育・介護等人材不足業界の人材確保を目的とした面接会や研修を実施している。

■　社会貢献意識が強いシニア人材と、シニアの豊富な経験を必要とする企業をマッチングによりつないでいる。
現　　　状

■　経営者、指導担当、若手社員を対象とした集合研修を実施し、研修をとおして、企業間の交流や情報交換も行っ

　ている。

■　企業向けに社員の研修参加費用や就業規則作成費用を助成している。

　

■　新型コロナウイルス感染症による影響が落ち着きを見せるなか、これまでの雇い止め等の課題から一転し、求職

　者の希望業種と人手が不足している業種とのミスマッチによる人材確保が大きな課題となっている。

■　新型コロナウイルス感染症の影響により、企業の雇用形態や採用方法、勤務形態等の事業環境が大きく変化して

　いることから、新型コロナウイルス感染症における行動制限の緩和後の社会の動きを注

足

視し、迅速に対応して

立

いく

　必要がある。
課

区

　　　題
■　企業向け

　

支援における訪問や集

令

合研修、求職者向けの

和

面接会やマッチング等

５

いずれの支援事業にお

年

いても、感染

　防止に

度

留意しつつ、訪問機会

施

や研修等への参加者の

策

拡大に向けて適正な実

評

施方法を検討していく

価

必要がある。

■　保育

調

人材については、確保

書

・定着が進みつつある

(

一方、介護人材につい

令

ては、有効求人倍率・

和

離職率ともに高い

　状

４

況にある。

■　区内中

年

小企業における人材確

度

保の課題に対し、ハロ

事

ーワーク足立や区内中

業

小企業人材確保支援事

実

業の受託事業者

　等と

施

密に連携をとりながら

)

、面接会やマッチング

1

支援等により、人材の

 

確保へとつなげていく



88% 76% 76% 124% 124% 224% 224% -

指標名 高校向け企業見学バスツアー参加者のうち区内企業への就労意欲が「高まった」人の割合

定義等 企業見学バスツアーの参加者アンケートで区内企業への就労意欲が「非常に高まった」「高まった」と回答した割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - - 80
(5)

実　績　値 - - - - R6 80

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 介護職員資格取得支援者数

定義等 初任者研修と実務者研修に参加した人数
指

単　位 社 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 100 100 100 100
(6)

実　績　値 34 94 132 105 R6 100

達　成　率 0% 34% 94% 94% 132% 132% 105% 105% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 159,298 161,097

人件費 14,975 18,234

総事業費 174,273 179,331

前年比(金額) △1,610,142 5,058

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 求職者支援事業のマッチング成功率（シニア人材マッチング事業、マンスリー就職面接会）

定義等 シニア人材マッチング事業、マンスリー就職面接会参加者のうち採用につながった人の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 25 25 25 25
(1)

実　績　値 21.4 41.6 23.9 29.7 R6 25

達　成　率 0% 86% 166% 166% 96% 96% 119% 119% -

指標名 求職者支援事業における人材と企業のマッチング数

定義等 マンスリー就職面接会参加者が企業と面接をした回数
指

単　位 件数 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,000 1,000 1,000 1,000
(2)

実　績　値 906 0 151 356 R6 1,000

達　成　率 0% 91% 0% 0% 15% 15% 36% 36% -

指標名 シニア人材マッチング事業における開拓（参加決定）企業数

定義等 区内中小企業人材確保支援事業でセカンドキャリアワーカー人材登録に登録をした企業数
指

単　位 社 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 50 50 50
(3)

実　績　値 - 9 86 25 R6 50

達　成　率 0% 0% 18% 18% 172% 172% 50% 50% -

指標名 支援対象企業数

定義等 従業員の研修費用助成、就業規則作成助成を活用した企業数及び企業向け研修に参加した企業数の合計
指

単　位 社 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 100 100 100 100
(4)

実　績　値 88 76 124 224 R6 100

達　成　率 0%



リ

目標値を上回った。「

ー

介護職員初任者・実務

就

者研修」における従事

職

者の研修費を負担した

面

介護事業者に対する助

接

成を行

う事業だが、介

会

護事業者への通知や会

参

議等の際のPRを重ね

加

た結果、本事業が認知

者

されてきたことにより

３

、支援者数を順調に増

５

やし

た。

2)達成状況

６

と原因分析を踏まえた

名

今後の方向性

　マンス

の

リー就職面接会につい

う

ては、新型コロナウイ

ち

ルス感染症における行

７

動制限が緩和されたこ

７

とで７７名の採用につ

名

ながった

。今後はさら

が

に求職者の就職の機会

採

を少しでも増やすよう

用

、ハローワーク足立と

に

連携をとりながら支援

つ

を継続していく。また

な

、参

加の形態について

が

も、感染状況等をみな

っ

がら最適な実施方法を

た

検討していく。

　区内

。

中小企業人材確保支援

令

事業については、区内

和

中小企業の人手不足解

４

消に向けて、高校生向

年

けに「区内企業見学バ

度

スツアー」

を実施する

は

など、就職を希望する

、

高校生と区内企業との

新

接点を設けていく。ま

型

た、企業向けにシニア

コ

人材のマッチングや職

ロ

場環境

改善のアドバイ

ナ

ス、人材育成方針の作

ウ

成等の支援を通じ、区

イ

内中小企業の人材確保

ル

・定着、育成を支援す

ス

ることで、採用活動及

感

び

雇用の継続につなげ

染

ていく。また、セカン

症

ドキャリアワーカーに

に

ついては、足立ブラン

お

ド認定事業者や東京商

け

工会議所に営業をか

け

る

るなどして、新たな登

行

録企業の開拓を進めて

動

いく。

　従業員のスキ

制

ルアップや企業の雇用

限

職場環境改善につなが

が

る助成事業については

緩

、広報紙やＳＮＳ、Ｈ

和

Ｐ等を活用して周知を

4

さ

図

っていく。特に産業

れ

技術・経営研修会助成

た

事業については、令和

こ

５年１０月よりアスベ

と

スト含有建材の有無の

で

事前調査が義務付け

ら

、

れることから、今以上

面

に本事業への需要が高

接

まることが想定される

及

。アスベスト関連の担

 

び

当所管である生活環境

マ

保全課と情報共

有しつ

ッ

つ、区内の企業等を支

チ

援していく。さらに令

ン

和５年度より、より多

グ

く本助成制度を利用し

の

てもらうために、助成

機

の条件であ

る研修費用

会

の最低下限額を撤廃す

が

る見直しを行ったこと

担

増

から、広報紙やＳＮＳ

え

、ＨＰ等を活用して幅

た

広く周知をしていく。

こ

　介護職員初任者・実

と

務者研修助成について

で

は、対象を今まで一企

採

業に対して初任者研修

用

か実務者研修のいずれ

数

かのみとしていた

。こ

も

れを令和５年度以降、

当

増

初任者研修及び実務者

加

研修の両方の申請を可

し

能とすることで、介護

た

職員の確保・定着に対

。

する助成を強

化してい

【

く。

指標２】

部

目標値には至らなかっ

に

たが、新型コロナウイ

お

ルス感染症における行

け

動制限が緩和されたこ

る

とで、面接会の開催回

評

数が９

回増え、その結

価

果企業との面接回数も

（

大きく増加した。しか

部

し、目標値の１，００

長

０回にはほど遠い状況

評

である。新型コロナウ

価

イ

ルス感染拡大防止策

－

として当日参加を不可

１

としていることが、面

次

接回数が伸びない原因

評

の一つである。なお、

価

令和４年度は１２６

社

）

の参加企業と３５６名

そ

の方が面接を行った。

の

【指標３】目標値には

１

至らなかった。令和４

1

年度の登録企業数は２

)

５社と伸び悩み、大き

施

く目標値を下回った。

策

専用ホームページ

やチ

の

ラシ等でシニア人材募

達

集の事業周知を行った

成

ほか、ライブ配信によ

状

る企業向けセミナーの

況

中でシニア人材の有効

と

活用を提案す

るなどの

そ

活動を行ったが、大き

の

な効果は得られなかっ

原

た。

【指標４】目標値

因

を上回った。研修費用

の

助成は１７２社、就業

分

規則作成助成は２７社

析

の企業が活用し、従業

【

員のスキルアップや企

指

業の労働環境の改善の

標

支援につながった。令

１

和４年度は、生活環境

】

保全課と連携して建築

目

物のリフォーム等の際

標

に行うアスベスト

含有

値

調査に必要となる資格

を

取得も助成対象となる

上

周知を行った。また、

回

企業向け研修には２５

っ

社の企業が参加し、研

た

修をとおして

企業間の

。

交流や情報交換を行っ

シ

た。

【指標５】これま

ニ

でシニア層と区内中小

ア

企業とのマッチングに

人

注力してきたが、今後

材

はさらに対象の範囲を

マ

拡大し、若年層、取り

ッ

分け高校新卒者を重点

チ

的な対象として、区内

ン

中小企業とのマッチン

グ

グを強化していく。こ

事

のことから、指標を高

業

校生向けのアンケ

ート

参

結果で「区内企業への

加

就労意欲が高まった人

者

の割合」に変更する。

８

なお、変更前の評価指

１

標（企業向け集合研修

名

実施後アンケートにお

の

いて「満足」「おおむ

う

ね満足」と回答した割

ち

合）に対する結果

につ

５

いては、目標値を上回

３

り（目標値80%、実

名

績値93%）、参加し

、

た企業の多くが仕事と

マ

の関連性や仕事に役立

ン

つ部分があったと回

答

ス

している。

【指標６】



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

就労・雇用支援事業 企業経営支援課3615 29,872 12,426 42,298 改善・変更 Ａ

シルバー人材センター事業 企業経営支援課17166 131,225 5,808 137,033 改善・変更 Ａ

合計２事業 161,097 18,234 179,331

3)施施策の手段として位置付け


